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1．本研究の目的

本研究の目的は、2000年から2019年までの日本の国政選挙を対象として、候

補者によるインターネット利用の状況を通時的に明らかにすることにある。

日本の政党や候補者がインターネットを用いて有権者への情報発信を行い始

めたのは、1995年以降のことである。同年⚖月には新党さきがけが、政党とし

て初めてウェブサイトを開設した。自民党ウェブサイトの開設は1996年⚑月⚑

日である。1996年の参院選では、少数ではあるがウェブサイトを開設している

候補者が現れた1）。

このようなインターネット利用の「黎明期」と比べて、本稿執筆時の2021年

では政治を取り巻くインターネット環境は激変した。1996年には日本における

インターネットの普及率（世帯）は3.3％であったが、2019年の時点では

1) 1996年参院選でウェブサイトを開設していた候補者は、新進党で19名、民主党で
12名、自民党で⚙名、自由連合で⚒名、さきがけで⚑名、そして社民党で⚑名で
あった（中野 2002:119）。
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89.8％（個人利用率）と大きく上昇した2）。ウェブサイトや電子メールに加え

て、2000年代半ば頃にソーシャル・ネットワーキング・サービス（SNS）が利

用されはじめ、2000年代後半頃からはツイッターやフェイスブック、LINE 等

が日常的なコミュニケーション・ツールの⚑つとなった。

インターネット利用に係るルールにも大きな変更があった。2013年⚔月19日

に公職選挙法改正法が成立したことにより、インターネットを選挙運動の手段

として用いることが日本でも可能となった。それ以前は、ウェブサイトは公職

選挙法142条（文書図画の頒布）および143条（文書図画の掲示）が規定する

「文書図画」と見なされて、ウェブサイトの情報を自由に人に見えるようにし

たり、不特定あるいは多数の人の利用を期待して情報を掲載したりすることは

文書図画の「頒布・掲示」にあたるため禁止されると解釈されていた3）。同年

⚗月21日に投票が行われた第23回参議院選挙は、インターネット選挙運動

（ネット選挙）解禁後に実施された最初の国政選挙となった。

歴史の流れから見れば、20年という時間は決して長くはない。だが、「ドッ

グ・イヤー」という語が示すように、インターネットの世界ではそのような短

い期間でも目まぐるしい変化が生じうる。本稿では、インターネットの世界で

上記のような様々な変化が生じた2000年から2019年までの期間を対象とし、そ

の間に実施された14回の国政選挙において候補者がどのようにインターネット

を利用してきたのかを明らかにする。より具体的には、どのような候補者が、

どれだけウェブサイト、ツイッター、フェイスブック（ツイッターとフェイス

ブックについては2012年衆議院選挙から）を利用していたかについて、著者が

実施した調査結果を選挙ごとに示すとともに、その通時的な変化を明らかにし

たい。

後に説明するように、本稿ではウェブサイト、ツイッター、フェイスブック

2) 『通信白書平成12年版』および『情報通信白書令和⚒年版』による。<https://
www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/index.html> 2021年⚖月16日にアクセス。

3) 実際には、ネット選挙解禁以前から公職選挙法の解釈によって、選挙期間中でも
多くの候補者がウェブサイトをアクセス可能な状態に置いていた。その実態につい
ては後に詳しく見る。
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について、候補者による利用の有無のみを扱う。デザインの洗練度や発信され

ているメッセージの中身、ユーザーから見たアクセシビリティといったコンテ

ンツや、更新頻度などの運用状況については扱わない。分析手法も、記述統計

が中心となる。利用率の高低やその変動をもたらす要因についての厳密な検証

は行われない。しかし、日本におけるインターネット選挙について、これほど

の長期に渡る調査結果が一括して示されたことはなかった。その点で、本研究

は一定の意義を有すると考える。

本稿の構成は次のとおりである。第⚒章では、本稿で取り扱うデータが収集

された候補者調査について、その方法および調査時の状況を説明する。続く第

⚓章、第⚔章、第⚕章では、ウェブサイト、ツイッター、フェイスブックにそ

れぞれ焦点を合わせて、候補者による利用状況を明らかにする。各章では、候

補者全体だけでなく「所属政党」「候補者の地位」「候補者の年齢」「候補者の

性別」の観点からも、利用状況とその通時的な変化について検討を行う。最後

に、本稿で得られた知見のまとめを行うとともに、今後の研究課題を示したい。

2．調査の方法

上述のように、本稿は2000年から2019年までに実施された国政選挙を扱う。

具体的には、2000年衆院選、2001年参院選、2003年衆院選、2004年参院選、

2005年衆院選、2007年参院選、2009年衆院選、2010年参院選、2012年衆院選、

2013年参院選、2014年衆院選、2016年参院選、2017年衆院選、2019年参院選の

14の選挙が分析対象となる。各選挙において、著者は候補者によるインター

ネットの利用状況についての調査を行ってきた。いずれの選挙においても、立

候補予定者が政党などのウェブサイトで発表され始める投票日前の時期から、

各政党や新聞等のマスメディアによるウェブサイト、Google や Yahoo! Japan

などの代表的な検索サイト等を用いて、各候補者がウェブサイト、ツイッター、

フェイスブックを利用しているかどうかを確かめた。なお、調査対象となった

各選挙については、候補者数・所属政党・候補者の地位・年代・性別の内訳を

補遺に示している。
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調査対象となった選挙のうち、「ネット選挙解禁」前に実施された選挙は⚙

回、解禁後に実施された選挙は⚕回である。注（3）でも少し触れたように、

実際には、ネット選挙解禁以前の選挙でも、多くの候補者が選挙期間中にウェ

ブサイトをアクセス可能な状態に置いていた。2000年衆院選の頃には、選挙期

間中でも選挙運動以外の「政治活動」としてウェブサイトを用いていれば公職

選挙法違反にならないとする解釈が、候補者の間でも広まり始めていたからで

ある（『毎日新聞』2000年⚔月26日夕刊）。これは、「選挙活動」と「政治活動」

との間の明確な線引きを行うのは困難であることを利用した、インターネット

による実質的な選挙運動と言える。著者が調査を開始した2000年衆院選の頃に

は、公職選挙法への抵触を配慮して選挙期間中にウェブサイトを休止していた

と見なされる候補者もわずかではあるが存在した。だが、それ以降は、公職選

挙法への抵触を配慮して候補者ウェブサイトを閉鎖・休止するようなケースは、

著者による調査の限りではほとんど見られなくなった。候補者によるインター

ネット利用についての調査がネット選挙解禁前から可能になったのは、以上の

ような理由による4）。

調査の実施に関して、候補者あるいは政治家がインターネットを利用してい

たかどうかについての判断は、実はさほど容易ではないことについて説明して

おく。特にウェブサイトについては、個人による独立したウェブサイトを開設

しているタイプだけでなく、政党などによるウェブサイトの中に候補者あるい

は政治家個人についての情報が掲載されているタイプ（いわゆる「依存型」あ

るいは「間借り型」）など色々なものがある。さらに研究者・調査者によって特

定のタイプを「利用あり」と認めたり、あるいは認めなかったりするケースが

ある。また、研究者によっては、サイト内に記載されている文字数の多寡など

で独自の基準を設けた上で、利用の有無を判定している場合もある（Klotz

4) 筆者が行った調査によれば、2000年衆院選では公職選挙法への抵触を配慮して選
挙期間中にウェブサイトを休止していたと見なされる候補者はわずか10名（候補者
全体の0.7％、ウェブサイトを開設していた候補者の中では2.5％）であった。ウェ
ブサイトを休止していた候補者の内訳は、自民党⚒名、民主党⚔名、自由党⚔名で
ある（岡本 2017:7）。
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2001）。このような理由から、同一の選挙を対象としていても、研究者・調査者

によって異なる候補者ウェブサイトの利用率の数字が示されていることがある

（もちろん、調査と分析の過程でミスが生じていた可能性もある）。以下に示す

われわれのデータでは、上で説明した「依存型」あるいは「間借り型」のウェ

ブサイトは「利用なし」と見なしている。なお、われわれが「依存型」と見な

したタイプのウェブサイトの数はさほど多くはなく、利用の有無の判断が後の

議論の内容に及ぼす影響はほとんどないと言える。また、「依存型」タイプの数

自体も減ってきている。たとえば、2004年参院選では「依存型」と判断したウェ

ブサイトを利用している候補者は13名であり、候補者全体の4.0％であった5）。

3．候補者によるウェブサイトの利用状況

3.1 全体の利用状況

本章では、候補者によるウェブサイトの利用状況を明らかにする。

まず、候補者全体に焦点を合わせて利用率の変化をみてみよう。図⚓-⚑-⚑

では、候補者全員の中でウェブサイトを開設していた候補者の割合を、分析対

象とする14の選挙について折れ線グラフで示した。比較のために、同図には選

挙実施各年の日本におけるインターネット人口普及率（％）も棒グラフで示し

ている6）。また、図の見やすさを考慮して、衆院選と参院選とを分けて、それ

ぞれの利用率の推移を示したグラフも図⚓-⚑-⚒および図⚓-⚑-⚓として示し

5) 候補者ウェブサイトの利用率について、われわれの調査結果とは異なる数字が示
されている例として、Tkach-Kawasaki（2007）における2001年参院選での55.6％

（われわれの調査では51.0％。以下のカッコ内の数字も同様に、われわれの調査結
果による数字を示す。）、2003年衆院選での66.4％（59.5％）、2004年参院選での
74.2％（70.3％）がある。2003年衆院選については、山本（2005）では63.5％とさ
れている。また、棒グラフのみで具体的な数値は示されていないものの。2017年衆
院 選 に つ い て は Vergeer, Tkach-Kawasaki and Lee（2020）に よ る 約 64％

（71.9％）との調査結果がある。
6) インターネット人口普及率は、平成18年度版から令和⚒年度版までの『情報通信

白書』のデータを用いた。<https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/>
2021年⚖月16日にアクセス。
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ている。

筆者が調査を開始した2000年衆院選では、ウェブサイトを開設していた候補

者は⚔分の⚑強（28.4％）に過ぎなかった。平成13年度版の『情報通信白書』

によれば、2000年末における一般的なインターネット利用者数は4708万人であ

り、世帯普及率は34.0％と推計されている。当時のインターネットは、候補者

の間のみでなく一般的にも十分に普及しているとはいえない状況であった。

2000年衆院選の翌年に実施された2001年参院選では、候補者におけるウェブ

サイトの利用率は51.0％となり、利用者は半数を超えた。衆議院選挙と参議院

選挙との間の違い、たとえば選挙区の面積や選挙制度などの違いが、これら⚒

つの選挙の間の利用率の差に与えた影響は明らかではないものの、約⚑年間の

伸びとしては比較的大きいと言える。利用率が70％を超えたのは2004年参院選

時であった。

比較のために、同時期の外国の選挙における状況についても先行研究に依っ

て概観しておこう。ただし、選挙自体の性質や制度など異なる点もあることに

は留意しておく必要がある。候補者によるウェブサイト利用率について、われ

われの調査が開始された2000年では、アメリカの上院選挙では75％、下院選挙
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図 3 - 1 - 1：候補者ウェブサイト利用率の推移（％)
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については55％との数字が Gulati and Williams（2009:54）によって示されて

いる。ただし、Kamarck（2002:86）では、2000年上院選挙での利用率は91％、

同年下院選挙では66％とされている。いずれにせよ、同年の日本の衆院選と比

べてかなり利用率は高かったといえる。アメリカでは、候補者が一般的にウェ

ブサイトを開設するようになりはじめたのは比較的早く、1996年以降のことで

あった（Foot and Schneider 2006:7）。1998年の上院選挙では、候補者による

ウェブサイト利用率は52％となっており、90年代ですでに半数を超えていた
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図 3 - 1 - 2：衆院選ウェブサイト利用率の推移（％)
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図 3 - 1 - 3：参院選ウェブサイト利用率の推移（％)
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（Gulati and Williams 2009:54)7）。韓国でも、同時期のウェブサイト利用率は

高かった。2000年の総選挙時の段階で、候補者の55.3％がウェブサイトを利用

している（三輪 2006b:6）。

イギリスに目を向けると、2001年総選挙でウェブサイトを利用していた候補

者は4.5人に⚑人（約22.2％）であった（Ward, Gibson, and Lusoli 2008:137）。

イギリスにおいて、インターネットが選挙運動に影響を及ぼし始めたのは同選

挙からであったとの指摘がある（Chadwick 2006:158）。だが、すでに見た同

年の日本の参院選での利用率（51.0％）と比べれば、決して高かったとはいえ

ない。オランダでは、2002年総選挙でのウェブサイト利用率は約50％であった

（Voerman and Boogers 2008:204）。その前年である2001年に実施された日本

の参院選とほぼ同じである。同年に実施されたイタリアでの総選挙では、候補

者によるウェブサイト利用率は13％となっている（Bentivegna 2008:223）。

この数字は、日本と比較するとかなり低い。

以上のように、2000年代初頭においては、日本の選挙における候補者のウェ

ブサイト利用は、アメリカや韓国と比較すると積極的ではなかった。だが、イ

ギリスやオランダ、イタリアといった西欧諸国と比べれば、同等かそれ以上の

レベルであったといえる。

アメリカでの候補者によるウェブサイト利用について、それが一般的になっ

たのは2000年頃のことであり、2004年時点ではほとんどの候補者が利用する

「成熟化（maturation）」の状態に達していたと Davis, Baumgartner, Francia,

et.al（2009:15）は指摘する。2004年に実施された選挙でのウェブサイト利用

率として Gulati and Williams（2009）は、上院議員選挙で76％・下院議員選

挙で74％という数字を、2006年に実施された選挙では上院議員選挙で85％、下

院議員選挙で79％という数字を、それぞれ示している8）。

7) 1998年の下院選挙における候補者のウェブサイト利用率は35,1％であった
（Gulati and Williams 2009）。また、Kamarck（2002）は、1998年上院選挙での利
用率を72％、同年の下院選挙での利用率を35％としている。

8) Druckman, Kifer and Parkin（2009:22）では、2004年上院議員選挙で81％、同
年下院議員選挙で92％という利用率が挙げられている。これらは Gulati and →
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実は、同時期の日本の選挙における利用率も、アメリカとさほど変わらない

高さに達していたことが図⚓-⚑-⚑からわかる。2004年参院選では70.3％となっ

ており、アメリカの上下両院の選挙と同様に70％台に達している。2005年衆院

選では68.7％と利用率は若干低下するが、2006年参院選では78.8％に上昇した。

同年のアメリカの下院議員選挙と同等の高さである。Davis, Baumgartner,

Francia, et.al（2009）のように「成熟化」を「大半の候補者がウェブサイトを

利用している状態」と捉えるならば9）、ネット選挙解禁以前となる2000年代半

ばあたりから、日本はすでにアメリカと同様に成熟化の段階に達していたとも

いえる10）。このことは、2000年代中頃から日本の主要政党がインターネットを

主要なメディアの⚑つと認識し、利用について取り組みを始めたとの西田

（2018:123-124）の指摘とも整合的である11）。

続いて、2000年代後半から2010年代の利用率に注目しよう。選挙によっては

多少の減少が見られるケースがあるものの、2017年参院選以降の選挙では、利

用率はおおむね70％から80％あたりで安定している。外国における2010年代前

半のウェブサイト利用率としては、2010年のイギリス下院議員選挙での86％

（Southern 2014: 9）、2012年の韓国総選挙での76％（Lee 2018: 153-154）、

2011年のデンマーク総選挙での85％（Hansen and Kosiara-Pedersen 2014:

211）といったデータが示されている。日本の同時期の選挙での利用率とこれ

→ Williams（2009）が示す利用率よりもやや高い。
9) Southern（2014）は、候補者による利用率が50％を超えた場合、そのメディアが
「主流（mainstream）」になったと見なしている。この見方に従えば、日本では2001
年参院選の段階で、ウェブサイトは選挙手段の主流の⚑つになっていたこととなる。

10) 2004年の韓国における総選挙では、候補者の77.2％がウェブサイトを利用してい
た。そのうちの2.7パーセントポイント分には、政党ウェブサイトの所属議員・候
補者欄に自分の名前を掲載する依存型ウェブサイトが含まれている（高 2013）。
77.2％という利用率は、同時期の日本及びアメリカと同程度であった。なお、2000
年代半ば頃までのアメリカ、イギリス、フランス、ドイツ、韓国におけるインター
ネット選挙の動向について概観した文献として、三輪（2006b）も参照のこと。

11) たとえば、自民党は2005年衆院選の直前に、複数のブロガーを招いた意見交換会
を開催している。その経緯等については、当時の自民党「コミュニケーション戦略
チーム」の責任者であった世耕弘成による世耕（2006:122-128）も参照のこと。
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らの国を比べれば、ほとんど差はない12）。

この時期において、政治家がインターネットをより重視するようになった

きっかけの⚑つは、「中国漁船尖閣衝突映像流出事件」であったとする見方が

ある。2010年11月に、尖閣諸島で中国漁船が海上保安庁の巡視船に衝突したこ

とを捉えた動画が YouTube に流出し、テレビ局がそれをニュース番組で取り

上げたことよって、ネットでの動画の再生回数が飛躍的に増加した。さらに、

それはテレビ番組での取扱を大きくさせるという相乗効果をももたらした。こ

の事件以降、ネット上の情報も重要であること、そしてテレビとネットとの相

乗効果を意識せねばならないことについて政治家の理解が急速に深まったと言

われる（小口 2026；谷口・宍戸 2020）。もっとも、候補者によるウェブサイ

トについては、同事件の前後に実施された選挙間での利用率の目立った変化は

特に見出せない13）。

あらためて、図⚓-⚑-⚑を参照してみよう。2000年代後半から2010年代の

ウェブサイト利用率については、2013年参院選で顕著に高かったことが特徴と

して現れている。同選挙でのウェブサイト利用率は、93.8％であった。調査対

象となった選挙の中で、唯一90％を超えている。前回の参院選である2010年と

比較すると6.8ポイントの上昇であり、前年に実施された2012年衆院選からは

18.9ポイントも上昇している。2013年参院選からのネット選挙解禁は、各政党

のインターネットへの取り組み方に影響を及ぼした。たとえば、自民党は党内

に「トゥルースチーム（T2）」と呼ばれる組織を設置して、インターネットを

用いた選挙運動を組織的に展開した（西田 2018）。ウェブサイト利用率の推移

を見る限り、ネット選挙解禁は2013年参院選における候補者のインターネット

12) 2010年イギリス下院議員選挙での候補者ウェブサイトでは、個人型のウェブサイ
トの利用率は47％に留まっていた（Southern 2014:9）。デンマークの2011年総選
挙における85％の利用率も、政党から提供されたサイトを利用している候補者を含
めた数字である（Hansen and Kosiara-Pedersen 2014:211）。すでに述べたように、
日本の利用率にはこのようなタイプのウェブサイトは含めていない。

13) 2000年代後半に各国の政党や政治家のインターネットに対する認識に対しては、
B・オバマが当選した2008年のアメリカ大統領選挙が大きな影響を及ぼしたとの指
摘もある（Southern 2014）。ただし、日本に対する影響は検証しがたい。
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利用をも一定程度促したと推測できる。

ただし、2013年参院選以降の選挙では、ウェブサイト利用率が低下傾向にあ

ることについても注意せねばならない。2014年衆院選以降は、いずれの選挙の

利用率も70％台に留まる。たとえば、2019年参院選での利用率は71.9％となっ

ており、2013年参院選からは20ポイント以上も低下している。2016年参院選か

ら実施された選挙権の18歳への引き下げによってインターネットを用いた選挙

運動が再び加速されるとの予想もあったが（河村 2018:31）、少なくともウェ

ブサイト利用率を見る限りでは、そのような効果は見られない。その理由とし

て第1に考えられるのは、2013年参院選でのウェブサイト利用の効果が候補者

にとって「期待はずれ」だったことである。当初は期待されていた投票率の向

上も生じなかった。解禁後に候補者のインターネット利用に対する関心が低下

していた可能性もあるが、検証するためのデータ等を著者は持ち合わせていな

い。第2の理由は、候補者が利用する手段の変化である。ウェブサイトからツ

イッターやフェイスブックといったより新しい手段へと、候補者による利用状

況が変化していった可能性がある。これについては、ツイッターとフェイス

ブックの利用状況を扱う第⚔章及び第⚕章であらためて検討する。

3.2 所 属 政 党

本節では、候補者の所属政党とウェブサイト利用との関係を取り上げる。調

査対象期間となった2000年から2019年の時期には、日本では政党の集合離散が

繰り返されて、様々な政党が生まれては消えた。ここではグラフ上での見やす

さを重視して、自民党、公明党、民主党、共産党、無所属・諸派に特に焦点を

合わせてウェブサイト利用率の推移を検討することにする14）。民主党について

は、2016年参院選では民進党のデータ、2017年衆院選および2019年参院選では

立憲民主党のデータをそれぞれ示した。また、2012年衆院選以降の選挙では、

14) 2017衆院選については、『日本経済新聞』2017年10月27日夕刊による判定に基づ
いて、自民党籍を持つが同党が公認を出さなかったため無所属で立候補した前職⚖
名（埼玉11区、山梨⚒区、岡山⚓区、神奈川⚔区）を自民党に含めた。
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日本維新の会の利用率もグラフで示す。ただし、2012年衆院選、2013年参院選、

2017年衆院選、2019年参院選では日本維新の会、2014年衆院選は維新の党、

2016年参院選はおおさか維新の会のデータを用いた15）。

図⚓-⚒-⚑から明かなのは、自民党及び民主党（上述のように一部に民進党

と立憲民主党のデータを含むが、ここでは「民主党」と表記する）の利用率の

高さである。調査開始時の2000年衆院選では、他と比較して両党候補者のウェ

ブサイト利用率は相対的に高かった。2001年参院選以降の選挙では、両党の利

用率は低い時であっても80％を超えている。2013年参院選・2019年参院選の自

民党や2013年参院選・2019年参院選の民主党のように、100％に達した選挙も

ある。

15) 2019年参院選の無所属・諸派は、「れいわ新選組」および「NHK から国民を守
る党」は含まない。同選挙でのれいわ新選組のウェブサイトの利用率は50.0％（10
名中⚕名）、NHK から国民を守る党の利用率は14.6％（41名中⚖名）であった。
また、国民民主党のウェブサイト利用率は89.3％（28名中25名）となっている。
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図 3 - 2 - 1：ウェブサイト政党別の利用率の変化（％)
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図 3 - 2 - 2：衆院選ウェブサイト政党別の利用率の変化（％)
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図 3 - 2 - 3：参院選ウェブサイト政党別の利用率の変化（％)
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自民・民主両党のインターネット利用についての取り組みは、他党と比較し

て早かった。民主党は1990年代終わり頃から、インターネットの選挙運動利用

解禁を主張していた。同党による2000年の「高度情報化プロジェクト宣言」に

は、2003年選挙からインターネットによる選挙運動を解禁することが提案され

ている。自民党は各議員に対して、総選挙に備えてウェブサイトの開設を促す

通達を2000年⚓月に出していた（『朝日新聞』2000年⚕月18日）。また、同党は

2006年衆院選後に党内の選挙制度調査会にワーキンググループを立ち上げて、

インターネットの選挙運動利用を可能とするための公職選挙法改正について検

討を始めている（三輪 2006a:8）。2010年代に入ってからは、自民党は日本の

政治におけるインターネット利用において先導的な役割を果たしたとの指摘が

ある（西田 2020:27）。

一方、公明党、共産党、無所属・諸派のウェブサイト利用率は、自民党およ

び民主党と比較すると一貫して低い。利用率が80％を超えたのは、無所属・諸

派ではネット選挙解禁直後の2013年参院選のみ（87.2％）、共産党では2010年

参院選と2013年参院選のみ（100％）である16）。ネット選挙解禁直後の2013年

参院選では、共産党および無所属・諸派の利用率が自民・民主両党とさほど変

わらないほど大きく上昇しているが、一時的なものである。

公明党の利用率については、衆議院選挙ではおおむね60％台、参議院選挙で

は50％台にとどまっている。なお、維新（上述のように日本維新の会・維新の

党・おおさか維新の会のデータを含むが、すべて「維新」と表記する）の利用

率は比較的高く、自民党および民主党とさほど変わりはない17）。

16) 2000年衆院選当時の共産党は、議員及び候補者個人がウェブサイトを開設するよ
りも、党のウェブサイトに一本化することを基本的な方針としていた（『朝日新聞』
2000年⚕月18日）。このことが同選挙での共産党候補者のウェブサイト利用率に影
響を及ぼしていた可能性がある。

17) 山本（2005）では、2003年衆院選における政党ごとの候補者ウェブサイト利用率
として、自民党で84.8％（われわれの調査では81.3％。以下のカッコ内の数字も同
様にわれわれの調査結果による。）、公明党で63.6％（58.2％）、民主党で89.5％

（83.0％）、共産党で22.2％（21.8％）、無所属・諸派で53.8％（71.4％）との数字
が示されている。なお、山本（2005）における無所属・諸派の利用率について →
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政党間の利用率の違いをわかりやすく示すために、調査対象となった期間に

政権与党もしくは野党第一党の座に就いた経験がある自民党と民主党（民進党

と立憲民主党を含める）、そして無所属・諸派に焦点を合わせてウェブサイト

利用率に注目してみる。図⚓-⚒-⚔には「自民党候補者のウェブサイト利用率

－（マイナス）民主党候補者のウェブサイト利用率」および「自民党候補者の

ウェブサイト利用率－（マイナス）無所属・諸派候補者のウェブサイト利用

率」の数値を示した。両者を比較すると、「自民－民主」の絶対値の方が「自

民－無所属・諸派」の絶対値よりも全体的に小さい。上述のように、自民党候

補者と民主党候補者との間では利用率にさほど大きな違いがないことが示され

ている。また、「自民－民主」の値は、選挙によって正となったり負となった

りしている（正と負それぞれ⚗回ずつ）。すなわち、選挙によっては民主党候

補者のウェブサイト利用率が自民党候補者のそれを上回ることもあった。それ

に対し、自民党候補者と無所属・諸派候補者との間では、サイト利用率に比較

的大きな差がある。また、自民党候補者のウェブサイト利用率を無所属・諸派

候補者のそれが上回ったことは一度もない。

上のような結果は、「通常化（normalization）」の現れとして説明できる。

通常化とは、現実の政治の様態がインターネット空間上にも反映されている状

態、たとえば現実の世界と同様にサイバースペースでも大政党が中小政党より

強い存在感を示しているような状態を指す（Margolis, Resnick and Wolfe

1999）。日本における最有力政党である自民党候補者のウェブサイト利用率が

無所属・諸派候補者や共産党候補者のそれを大きく上回るという結果は、通常

化の進行を示すものである。民主党については、2009年衆院選から2012年衆院

選までの期間に政権の座に就いており、本研究の調査対象期間ではそれ以外の

時期でも（民進党と立憲民主党の時期を含めて）野党第一党の位置を占めてい

た。有力政党の一つである民主党の利用率が自民党のそれと拮抗していること

も、通常化の進行を示唆する結果と捉えられ得る。これらの結果は、候補者に

→ は、そこに記載されていた「無所属」および「諸派」それぞれのウェブサイト利用
人数と候補者数を用いて筆者が計算した。
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よるウェブサイト利用の有無（およびウェブサイトの内容）に焦点を合わせた

上で、日本においては通常化が進行している可能性が高いことを示した岡本

（2017）の分析結果とも整合的である。

公明党については、調査対象となったすべての選挙で政権与党の座に就いて

いたが、通常化仮説による予想とは異なってウェブサイト利用率は低かった。

同党が固い基礎票を持っていることが、政党及び候補者の選挙運動スタイルに

影響を及ぼしていたとも推測できる18）。

3.3 候補者の地位

続いて、候補者の地位によってウェブサイト利用率に何らかの違いがあった

かどうかを検討する。ここで注目するのは、「前職もしくは現職候補者」と

「新人候補者」の利用率の差である。前者が後者よりも積極的にウェブサイト

を利用していれば前節で説明した通常化の進行を、逆の場合には「平準化

（equalization）」の進行を示すものと捉えることができる。平準化とは、資金

18) 2014年衆院選では、公明党はウェブサイト、ツイッター、フェイスブックよりも
LINE 利用に力を入れていたとの指摘もある（Williams and Miller 2016:146）。
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図 3 - 2 - 4：「自民党―民主党」及び「自民党―無所属諸派」のウェブサイト利用率の差
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や人材などのリソースに乏しい中小政党などのアクターであっても、インター

ネットを積極的に利用することでサイバースペースでは強い存在感を示してい

る状態を指す（Margolis, Resnick and Wolfe 1999）。これに関し、アメリカの

1998年及び2000年の連邦議会選挙を分析した Kamarck（2002:87）は、現職候

補者よりも新人候補者の方が積極的にウェブサイトを利用していたことを明ら

かにした。また、Rackaway（2009:90）はアメリカ州議会議員選挙候補者に

よるウェブサイトについての分析によって、その技術的な洗練度については現

職候補者と新人候補者との間で差はなかったと論じている。

｢前・現職」と「新人」（元職を除く）」のウェブサイトの利用率を、それぞ

れ選挙ごとに示したのが図⚓-⚓-⚑である19）。調査対象となったすべての選挙

で、前・現職のサイト利用率は新人のそれを上回っている20）。両者の利用率の

19) 山本（2005）は、2003年衆院選における前職のウェブサイト利用率を94.0％、新
人（元職を除く）の利用率を41.7％としている。

20) 元職の候補者のウェブサイト利用率については、全体的に高い傾向にある。調査
対象となった14回の選挙における元職の平均ウェブサイト利用率は、85.9％であっ
た。前・現職のそれは94.1％、新人では60.1％である。元職のウェブサイト利用 →
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図 3 - 3 - 1：ウェブサイト候補者の地位別の利用率の変化（％)
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差は、14回の選挙の平均で34.0ポイントであった。2007年参院選から2010年参

院選までの⚓回の選挙では差が縮まるような傾向も見られた。両者の利用率が

最も小さくなったのは、ネット選挙解禁後初の国政選挙となった2013年参院選

時である。ネット選挙解禁が、前・現職候補者だけでなく新人候補者の利用率

をも引き上げる影響を及ぼしたことを示唆しているといえる。しかし、そのよ

うな傾向は持続せず、利用率の差は再び開くようになった。

衆議院選挙と参議院選挙との間で、ウェブサイト利用率の変化パターンに何

らかの違いがあったかどうかについても検討してみよう。図⚓-⚓-⚒には、衆

議院選挙におけるウェブサイト利用率を示した。2000年衆院選を除けば、それ

以降の選挙では、前職の利用率は90％以上の高い水準を保っていることがわか

る。

新人候補者については、利用率は2000年衆院選から一貫して上昇する傾向が

見られた。ウェブサイト利用率における前・現職と新人との差が最も小さく

→ 率が100％となり、現職のサイト利用率（97.8％）を上回った2010年参院選のよう
な選挙もあった。ただし、元職については候補者数自体が前・現職および新人と比
べて少ないことにも留意する必要がある。
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図 3 - 3 - 2：衆院選ウェブサイト候補者の地位別の利用率の変化（％)
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なったのは、自民党から民主党への政権交代が実現した2009年衆院選である。

同選挙では民主党が171名（新人候補者数は全体で854）と多くの新人候補者

（元職を除く）を擁立し、そのうちの143名が当選したことが政権交代の実現に

もつながった。同選挙における民主党新人候補者のウェブサイト利用率は、

78.4％（171名中134名）と比較的高い。民主党新人候補者の存在が、利用率の

差の縮小をもたらした一因とも言える。一方、民主党と並んで多数の新人候補

者を擁立した共産党では、2009年衆院選における新人候補者のウェブサイト利

用率は57.6％（158名中91名）に留まっていた。2009年衆院選での新人候補者

の利用率が高くなったことについて、民主党の新人候補者以上に大きな要因で

あったのは、幸福実現党候補者における利用率の高さである。同党は、337名

と民主党や共産党を大きく上回る337名の新人候補者を擁立した。そのうち、

ウェブサイトを開設していたのは99.1％にあたる334名である。幸福実現党候

補者を除いて計算すれば、新人候補者におけるサイト利用率は66.0％（521名

中344名）に留まる。2005年衆院選と比較すれば約20ポイント上昇しているが、

続く2012年及び2014年衆院選と比較して大きな違いはない。なお、2009年衆院

選以降の衆議院選挙では、幸福実現党は相対的にそれほど多数の候補者を擁立

しておらず、ウェブサイト利用率も他党と比較してそれほど高くはない21）。

参議院選挙におけるサイト利用率を示した図⚓-⚓-⚓からも、衆院選とほぼ

同じような傾向が見られる。すなわち、現職の利用率は2001年参院選から一貫

して高い。ネット選挙解禁後の2013年参院選と2019年参院選では、すべての現

職候補者（100％）がウェブサイトを利用していた。一方、新人候補者では

2001年参院選から2013年参院選にかけて一貫した利用率の上昇傾向が見出せる

が、それ以降の2016年及び2019年の選挙では利用率は低下している。

以上のように、ウェブサイト利用率の比較からは、新人候補者よりも前職・

現職候補者の方が積極的にウェブサイトを利用している傾向が見出された。こ

21) 幸福実現党候補者のウェブサイト利用率は、2012年衆院選では74.2％（62名中46
名）、2014年衆院選では78.6％（42名中33名）、2017年衆院選では36.9％（46名中17
名）であった。
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れに関して、岡本（2017）においても、前職・現職候補者であることはウェブ

サイトの開設に有意な正の影響を及ぼしていたことが、2000年衆院選、2001年

参院選、2003年衆院選、2004年参院選を対象とする分析によって確かめられて

いる。

3.4 候補者の年齢

本節では候補者の年齢に注目し、それがウェブサイト利用率とどのように関

係していたのか、また、時間が経過するにつれて年齢とサイト利用率との関係

に何らかの変化が生じていたのかどうかを検討する。一般的には、若年層のイ

ンターネット利用率は高齢者層のそれよりも高い傾向がある22）。同様の傾向が、

22) 平成13年度版の『情報通信白書』では、各年代の中で20歳台のインターネット利
用率が最も高く、最も低い70歳台とは大きな格差が見られると指摘されている。<
https://www.soumu.go. jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h13/pdf/D0120500.pdf>
2021年⚖月17日にアクセス。約20年後に刊行された令和⚒年度版の『情報通信白
書』でも、高齢者層のインターネット利用率は上昇傾向にあるものの、若年層と比
較すれば低いことが示されている。<https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/
whitepaper/ja/r02/pdf/n5200000.pdf> 2021年⚖月17日にアクセス。
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図 3 - 3 - 3：参院選ウェブサイト候補者の地位別の利用率の変化（％)
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国政選挙の候補者においても見出せるかどうかに注目する。若い候補者ほど

ウェブサイトを開設する確率が高いことを示した、外国についての研究例もあ

る（Carlson and Strandberg 2007:34）。

ここでは候補者の年齢を「39才以下」「40才から49才」「50才から59才」「60

才以上」の⚔つのカテゴリーに区分して、各カテゴリーのウェブサイトの利用

率を算出した。その値を選挙ごとに示したのが図⚓-⚔-⚑である。一見して、

年代による顕著な利用率の違いは見受けられない。また、若い年代ほど利用率

が高いという傾向を見出すことも難しい。インターネットの一般的な利用率が

相対的に高くなかった時期である2000年代前半に実施された選挙でも、2000年

衆院選、2001年参院選、2004年参院選のように「39才以下」の利用率が「60才

以上」を下回っていたケースがある。調査対象となった選挙の中で、「39才以

下」の利用率が最も高かったのは2013年参院選であった（97.2％）。すでに見

たように、候補者全体のウェブサイト利用率が最も高かったのが同選挙である。

そこでは「39才以下」の利用率がすべての年代カテゴリーの中で最も高かった。

しかし、それ以降の選挙では、「39才以下」の利用率には低下傾向が見られる。

2016年参院選および2019年参院選では、他の年代カテゴリーの中で利用率が最
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図 3 - 4 - 1：ウェブサイト年代別の利用率の変化（％)
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も低くなっている（2016年参院選では62.3％、2019年参院選では60.5％）。こ

のことは、若い候補者のインターネット利用が消極的になっていることを必ず

しも意味しない。若い候補者ほど、ウェブサイトに代えて比較的新しいツイッ

ターやフェイスブックをより積極的に利用している可能性があるからである。

このことについては、第⚔章以降で再検討する。

3.5 候補者の性別

年齢に続いて、候補者の性別とウェブサイト利用率との関係を検討する。候

補者の性別が、発信する情報の内容も含めたインターネット利用の仕方と関係

する可能性があることは、先行研究でも指摘されてきた（Banwart and

Winfrey 2013; Schneider 2014）。ウェブサイトについても、男性候補者に比

べて女性候補者の方がより積極的に利用していたことを示した研究がある

（Carlson and Djupsund 2001）。その一方で、ウェブサイトの開設やその内容

については、性別による違いは見出せないとする Carlson and Strandberg

（2007）や Banwart（2006）のような研究もある。

日本の選挙ではどうだったのか。図⚓-⚕-⚑では、2000年衆院選から2010年

参院選までの⚘回の選挙において、男性候補者の利用率が女性候補者のそれを

一貫して上回っていたことが示されている。⚘回の選挙のうち、⚕回で10ポイ

ント以上の差があった。女性候補者の利用率が男性を上回ったのは、（調査対

象となった期間では）2013年参院選が最初であった。それ以降は、利用率の高

低は選挙によって変わっている。特徴的なのは、2013年参院選以降の参院選

（2016年及び2019年）では女性候補者の利用率がより高くなっている一方で、

衆院選（2014年及び2017年）では男性候補者の利用率が高いことである。選挙

制度や候補者の属性の違い、さらに各選挙固有の状況等が関係している可能性

がある。このことについての検証は今後の課題としたい23）。

23) なお、2020年⚗月17日付の総務省自治行政局選挙部長による各都道府県選挙管理
委員会委員長宛の通知「候補者の立候補の届出があった旨の告示事項等について」
によって、立候補の届出があった旨の告示事項から「性別」が除かれた。これ以 →
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4．候補者によるツイッターの利用状況

本章では、候補者によるツイッターの利用を取り上げる。ウェブサイト利用

と同様に、候補者全体の利用状況について概観した上で、候補者の地位、所属

政党、年齢、そして性別とツイッター利用との関係を明らかにする。

ツイッターやフェイスブックなどのソーシャル・メディアが一般的に普及し

はじめたのは、ウェブ（サイト）の誕生から10年ほど後の2000年代後半からで

ある（土方 2020:7）。平成29年度版『情報通信白書』によれば、日本における

2012年のツイッター利用率は15.7％であった24）。ICT 総研が2020年⚗月に実

施したアンケート調査の結果では、その利用率は38.5％と伸びている25）。ソー

シャル・メディアの利用が一般的となってきた状況で、著者らは候補者による

→ 降は、官報や選挙広報には候補者の性別は掲載されないことになった。
24) <https: //www. soumu. go. jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h29/html/nc111130.

html> 2021年⚖月17日にアクセス。
25) <ictr.co.jp/report/233552.html/> 2021年⚖月17日にアクセス。
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図 3 - 5 - 1：ウェブサイト性別ごとの利用率の変化
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ツイッターおよびフェイスブックの利用についての調査を2012年衆院選時から

開始した。本章では2012年衆院選から2019年参院選までの⚖回の選挙に焦点を

合わせて、候補者によるツイッターの利用状況の変化を概観する。ここでは候

補者によるツイッターの有無のみに焦点を合わせる。ツイートの頻度やその内

容については対象としない26）。

4.1 全体の利用状況

候補者全体のツイッター利用率から見ていきたい。図⚔-⚑-⚑には、2012年

参院選から2019年参院選までの利用率の変化を示した27）。

ウェブサイトの利用率と比較してツイッターの利用率は相対的に低くなって

いるが、それでも調査を開始した2012年衆院選をのぞいて（43.9％）、半数以

上の候補者がツイッターを利用している。

外国での状況と比較しよう。われわれによるツイッターについての調査が開

始された2012年12月に比較的近い時期では、デンマークの2011年総選挙におけ

る候補者のツイッター利用率として、Hansen and Kosiara-Pedersen（2014:

211）が18％という数字を示している。選挙の時期もやや離れているため単純

26) 日本の選挙を対象として、候補者によるツイートの内容を扱った研究としては上
ノ原（2014）、吉見（2017）、上ノ原（2019）等がある。

27) 社会学者の西田亮介と毎日新聞が2013年参院選時に行った調査の結果では、候補
者によるツイッター利用率は69％（433人中299人）とされている（『毎日新聞』
2013年⚗月23日、東京朝刊）。また、上ノ原（2014）によれば、同選挙におけるツ
イッター利用率は64.4％（433人中279人）であった。われわれの調査結果では同選
挙の利用率は74.4％であり、毎日新聞調査とは5.4ポイントの、上ノ原（2014）と
は10.1ポイントの差がある。2014年衆院選での候補者による利用率については、吉
見（2017）は53.6％という数字を示している。われわれの調査結果（55.8％）との
差は2.2ポイントであった。なお、吉見（2017）は、ツイッターのアカウントを保
持した上で選挙期間中にツイッターを利用した候補者の割合を43.9％（1191人中
524人）としている。2017年衆院選での利用率については、棒グラフの提示のみで
数値は明記されていないが、Vergeer, Tkach-Kawasaki and Lee（2020:7）による
約45％という数字がある。われわれの調査結果（53.3％）とは約8.3ポイントの差
がある。一方、上ノ原（2019:47）では2017年衆院選におけるツイッター利用率は
54.2％とされており、われわれの調査結果により近い数字となっている。
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には比較できないが、2012年衆院選での日本の利用率の方が約26ポイントも高

くなっている。一方で、2012年に実施された韓国の総選挙でのツイッター利用

率は88％と、日本と比較すればきわめて高い（Lee 2018:153-154）。オランダ

でも、2012年総選挙での候補者によるツイッター利用率は76％であった

（Kristof and Spierings 2016:56）。また、イタリアについては、Bentivegna

and Marchetti（2016:128-129）による2014年欧州議会選挙での62.6％という

報告がある。日本の2014年衆院選でのツイッター利用率は55.8％であり、近い

時期の選挙として差はあまりない。ただし、一般的に欧州議会議員選挙への有

権者の関心は、国会議員選挙の場合よりも低くなる傾向があることにも留意す

る必要がある。

利用率の変化にも注目しよう。ネット選挙解禁直後の2013年参院選での利用

率がきわめて高くなり（74.4％）、それ以降は2017年衆院選まで低下していく

傾向が見られる。これらは前章で示したウェブサイトの利用率と同様の傾向で

ある。ウェブサイトの利用が低下するにつれてツイッターの利用率が逆に上昇

しているとの前章での予想は、ここまでのデータでは裏付けられなかった。18

才への選挙権引き下げが行われた2016年参院選では、2014年衆院選と比較して

利用率は上昇しているものの、上げ幅はわずかで1.3ポイント（55.8％から

57.1％へ）である。
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図 4 - 1 - 1：ツイッター利用率の変化（％)
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韓国でも、ツイッターだけでなくウェブサイトやフェイスブックの候補者に

よる利用率は低下傾向にある。たとえば、韓国の2016年総選挙では、ツイッ

ター利用率は51.2％であった。2012年総選挙から30ポイント以上も低下してい

る（Lee 2018:153-154）。このことについて Lee（2018）は、韓国の候補者の

中では YouTube や Instagram などによる写真・動画の利用が主流になりつ

つあることをその理由としている。日本における候補者の YouTube 等の利用

状況についてはウェブサイトやツイッター等と比較できるデータを持ち合わせ

ていないため、ここではそれらの関連については検証できない。

日本の選挙におけるツイッター利用については、ウェブサイトと違う特徴が

現れていることにも注意せねばならない。すなわち、低下傾向にあった利用率

は、2019年参院選では一転して上昇している。同選挙におけるツイッター利用

率は調査対象となった選挙の中で最も高く（75.7％）、しかもウェブサイトの

利用率（71.9％）を上回っていた。これが一時的な現象かどうかについては、

今後も観察を続ける必要がある。

4.2 所 属 政 党

次に、候補者の所属政党に注目する。ウェブサイト利用と所属政党との関連

について検討した場合と同様に、ツイッター利用についても通常化と平準化の

どちらが進行しているかが主要な関心となる。すでに述べたように、ウェブサ

イトの利用については、通常化が進行している可能性が高いことが岡本

（2017）などの先行研究で示されている。それに対して、同じインターネット

でもツイッターなどのソーシャル・メディアは、平準化をもたらす可能性が高

いとの見方がある（Gainous, Segal, and Wagner 2018; Spierings and Jacobs

2019）。理由は、インターネットの中でもソーシャル・メディアは、オープン

性や対等性、また情報拡散力の強さなどといった性質をより強く持っているか

らである（上ノ原 2014）。

実証分析でも、このような見方を支持する結果が示されている。上ノ原

（2014）は2014年参院選の選挙区では、自民党候補と比較して共産党候補がよ
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り積極的にツイッターを利用していることを示した。また、2017年衆院選を分

析対象とした上ノ原（2019）では、自民党と比べて立憲民主党、共産党、日本

維新の会などの候補者の方がツイッターを利用する確率が高かったとされている。

外国についての研究としては Southern（2014）の例がある。そこでは、イ

ギリスの2010年総選挙の候補者によるウェブサイトの利用については通常化を

支持する結果が見いだされたが、ツイッターやフェイスブックといったソー

シャル・メディアの利用については全体的に通常化が進んでいるとはいえない

と指摘されている。また、Southern and Lee（2019）では、イギリスの2015年

総選挙においては緑の党がより積極的にツイッター等のソーシャル・メディア

を利用していたことが明らかにされている。これらに対して、候補者ではなく

議員を対象とした分析ではあるが、オランダでは主要政党がより積極的にツ

イッターを利用していたとする Kristof and Spierings（2016:56）のような結

果もある。

図⚔-⚒-⚑では、候補者によるツイッター利用率を主要政党ごとに示し

た28）。一見したところ明白な特徴は見出しがたいが、民主党（民進党、立憲民

28) 2013年参院選での政党ごとのツイッター利用率について、上ノ原（2014）では自
民党が50.6％（われわれの調査では59.0％。以下のカッコ内の数字も同様にわれわ
れの調査結果を示す）、公明党が52.4％（52.4％）、民主党が63.6％（71.4％）、共
産党が88.9％（93.7％）、日本維新の会が84.1％（90.9％）となっている。無所
属・諸派については、上ノ原（2014）では「無所属」と「諸派」とを分けた上で、
前者が29.6％、後者が46.2％との数字が示されている。

2014年衆院選については、吉見（2017）が政党ごとのツイッター利用率（保持割
合）を示している。それによれば、自民党が49.1％（52.3％）、公明党が41.2％

（52.9％）、民主党が51.5％（54.0％）、共産党が52.1％（54.6％）、維新の党が75.0
（77.4％）とされている。

2017年衆院選についても、上ノ原（2019）における調査結果がある。自民党では
50.5％（50.6％）、公明党では49.0％（45.3％）、立憲民主党が82.1％（78.2％）、
共産党が59.2％（55.6％）、日本維新の会が61.5（55.8％）とされている。無所属
については49.3％、諸派については44.4％とされているが、われわれの「無所属・
諸派」とは分類がやや異なるため単純に比較できない。上ノ原（2019）の2017年衆
院選における利用率は、その中に記載されている政党ごとのツイッター利用人数を
用いて筆者が計算したものである。

また、本文中の図では示していないが、筆者の調査では2019年参院選での国民 →
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主党）と維新（日本維新の会、維新の党、おおさか維新の会）で候補者の利用

率が比較的高いことがわかる。これはウェブサイトと同様の傾向である。また、

ウェブサイトと比べて共産党候補者のツイッター利用率が相対的に高いことは

特徴的である。その傾向は参院選で特に顕著であり、2016年参院選では76.8％

と、ここで示した諸政党等の中で最も高くなっている。2019年参院選での利用

率も、民主党に次ぐ高さ（87.5％）であった。それに対して、自民党候補者の

利用率は全体的に低い。図⚔-⚒-⚒には、「自民党候補者のツイッター利用率

－（マイナス）民主党候補者のツイッター利用率」および「自民党候補者のツ

イッター利用率－（マイナス）無所属・諸派候補者のツイッター利用率」の数

値を選挙ごとに示した。2012年衆院選を除いて、自民党候補者の利用率は民主

→ 民主党候補者のツイッター利用率は78.6％（28人中22人）、れいわ新撰組は90.0％
（10人中⚙人）、NHK から国民を守る党は87.8％（41人中36人）であった。第⚓章
の注（15）で示した同選挙でのウェブサイト利用率と比較して、⚓つの政党のいず
れもツイッターの利用率が高い。れいわ新撰組と NHK から国民を守る党について
は、ツイッターの利用率がきわめて高くなっている。両党の活動が SNS に重点を
置いているとの真鍋（2020）による指摘を裏付ける結果といえる。
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図 4 - 2 - 1：ツイッター政党別の利用率の変化（％)
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党候補者のそれよりも一貫して低い。無所属・諸派候補者と比べても、⚖回の

選挙中⚒回の選挙（2013年参院選と2017年衆院選）で自民党候補者の利用率が

下回っていた。自民党候補者が上回っていた選挙でも、そのほとんどが⚑ケタ

台のポイント差であった。公明党については、ウェブサイトと同様にツイッ

ターの利用率も高くない。

利用率における共産党の利用率の高さ、そして自民党の低さは、上述した

ソーシャル・メディアが平準化を促すとの見方を支持する結果ともいえる。た

だし、無所属・諸派の候補者については、ウェブサイトと同様にツイッターの

利用率がさほど高くはなかったことにも留意する必要がある。

4.3 候補者の地位

続いて、候補者の地位に注目する。ウェブサイトについての分析と同様に、

候補者を「前職・現職」と「新人」に分けて、それらとツイッター利用との関

係を明らかにする29）。

29) 第⚒章第⚓節でのウェブサイト利用についての検討と同様に、ここでも「新人」
からは元職を除いている。なお、元職候補者のツイッター利用率は、2012衆院選 →
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図 4 - 2 - 2：「自民党―民主党」及び「自民党―無所属諸派」のツイッター利用率の差
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日本の選挙における候補者のツイッター利用とその地位との関係に関して、

上ノ原（2014）は2013年参院選候補者によるツイッター利用の有無を従属変数

とする回帰分析の結果として、現職と新人の違いは影響を及ぼしているとはい

えないと論じている。だが、2017年衆院選を対象とする上ノ原（2019）では、

前職および元職の候補者は新人候補者に比べて、ツイッターをより積極的に利

用する傾向があるとの分析結果が示されている30）。

図⚔-⚓-⚑からは、2012年衆院選から2014年衆院選までの⚓回の選挙では、

前・現職候補者と新人候補者との間に利用率の差があまりないことがわかる。

2013年参院選では、新人候補者の利用率が現職候補者のそれを上回っていた。

これは、平準化を示す傾向ともいえる。2016年参院選と2017年衆院選では、
→ では48.7％、2013参院選では69.2％、2014衆院選では60.7％、2016参院選では

58.8％、2017衆院選では54.5％、2019参院選では72.7％であった。前職・現職候補
者および新人候補者と比べて、選挙によって利用率は高かったり低かったりする。
利用率の変化についても特徴的な動きは見られなかった。

30) アメリカの2010年連邦議員選挙を分析対象とする Gainous and Wagner（2013:
90-91）では、ツイッター利用の有無ではなく利用の積極度を表すツイート数で
測った場合に、新人候補者は現職候補者よりも積極的にツイッターをする傾向が見
られるとの結果が報告されている。
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図 4 - 3 - 1：ツイッター候補者の地位別の利用率の変化（％)
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前・現職候補者の利用率が新人候補者のそれよりも10ポイント以上高くなって

はいる。だが、2019年参院選では前・現職候補者の利用率の方が高くなってい

るものの、その差は4.3ポイントに縮まっている。

4.4 年 齢

本節では、年齢とツイッター利用との関連に焦点を合わせる。遠藤（2016）

は日本についての調査結果に基づいて、一般的には若い世代ほどツイッターを

積極的に利用する傾向があることを明らかにしている。候補者の間でも同様の

傾向が見出せることを、上ノ原（2014）は2013年参院選を対象とする分析で明

らかにした。だが、2017年衆院選を対象とした上ノ原（2019）では、年齢は候

補者によるツイッター利用の有無に有意な影響を及ぼしていないとの分析結果

が示されている。

第⚓章第⚔節と同様に、ここでも候補者の年齢を「39才以下」「40歳台」「50

歳台」「60才以上」の⚔つのカテゴリーに分類して、ツイッター利用率にどの

ような違いがあるかを検討する。その結果を示しているのが図⚔-⚔-⚑である。

まず、各年代に共通する特徴の⚑つは、2012年衆院選から2013年参院選にかけ

て利用率の比較的大きな上昇が見られることである。ツイッターの普及自体が

進んだこともその一因と考えられるが、2013年参院選においてはネット選挙の

解禁がより多くの候補者の利用を促していた可能性がある。同選挙に続く国政

選挙である2014年衆院選では、すべての年代カテゴリーにおいて利用率は低下

している。これは、第⚓章で見たウェブサイトの利用率と共通する特徴である。

年代による違いについては、比較的わかりやすい特徴が現れている。すなわ

ち、明らかに若い世代の候補者ほどツイッターの利用率は高い。2016年参院選

を除くすべての選挙で、「39才以下」「40歳台」「50歳台」「60才以上」の順で利

用率が高くなっている。ウェブサイトについては、これほど顕著な年代による

利用率の違いは見受けられなかった。また、ウェブサイトについては、2017年

衆院選から2019年参院選にかけて、「39才以下」および「40歳台」の若い世代

の候補者で利用率が低下していた。その一方で、若い世代の候補者によるツ
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イッター利用率が上昇していることは、若い候補者ほどウェブサイトに代え

て比較的新しいツイッターをより積極的に利用するようになってきていると

の第⚓章で述べた予想を支持する結果ともいえる。だが、ツイッターについ

ては、若い世代だけでなくすべての年代カテゴリーにおいて、2017年衆院選か

ら2019年参院選にかけて利用率が上昇していることにも注意を向けておく必要

がある。

4.5 性 別

候補者の年齢に続いて、性別とツイッター利用との関係を検討する。一般的

なツイッターの利用率については、男性よりも女性の方が高い傾向が見出され

ている（遠藤 2016:47-48）。候補者の性別とツイッター利用との関係について

は Sandberg and Ohberg（2017）が、男性候補者と比較して女性候補者は、

選挙キャンペーンの手段としてソーシャル・メディアをより高く評価する傾向

があると論じている。また、候補者ではなく議員を対象とした研究として、ア

メリカ州議会では女性議員の方が男性議員よりも積極的にツイッターを利用し

ていたことを明らかにした Cook（2017）がある。その一方で、Just, Crigler,

and Owen（2016）は、アメリカの2012年上院選ではむしろ男性候補者の方が
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図 4 - 4 - 1：ツイッター年代別の利用率の変化（％)
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ツイッター利用率は高かったものの、2014年上院選では性別による利用率の違

いはほとんどなくなったと説明している。日本については、上ノ原（2014）に

よる2013年参院選候補者を対象とする分析で、ツイッター利用の有無に対して

性別は有意な影響を及ぼしていなかったことが示されている31）。

われわれの調査結果では、性別とツイッター利用率との関係はどのように現

れているのか。図⚔-⚕-⚑からは、性別による利用率の違いがあまりないこと

がわかる。利用率の変化のパターンについても、ほぼ同じような形になってい

る。第⚒章で見たウェブサイトの利用率では、2010年参院選以降は性別による

違いは顕著に表れないようになった。この点で、ウェブサイトとツイッターは

同じような特徴を持つといえる。だが、両者の利用率については、異なる点も

見出せる。それは、2012年衆院選をのぞいたすべての選挙において、女性候補

者の利用率が男性のそれを上回っていたことである。特に、2014年衆院選と

31) 利用の有無ではなくツイッターの投稿内容について、候補者の性別による違いが
あることを示した研究としては、Evans and Clark（2016）、Evans, Cordova, and
Sipole（2014）がある。政治家を対象としての性別による利用の違いがあることを
示した研究としては、Beltran, Gallego, Huidobro, Romero, and Padró（2021）があ
る。
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図 4 - 5 - 1：ツイッター性別ごとの利用率の変化（％)
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2019年参院選では、10ポイント以上も上回っていた。

5．候補者によるフェイスブックの利用状況

ウェブサイト、ツイッターに続いて、本章ではフェイスブックに焦点を合わ

せる。対象とする選挙はツイッターの場合と同じく、2012年衆院選から2019年

参院選までの⚖回の選挙となる。ここでも候補者によるフェイスブックの有無

のみに焦点を合わせて、更新頻度やその内容については対象としない。

フェイスブックについてのわれわれの調査が開始された2012年には、日本に

おける一般的なフェイスブックの利用率は16.6％であった。同年におけるツ

イッター利用率の15.7％と比較すると、さほど差はない32）。⚘年後の2020年に

はフェイスブックの利用率は21.7％となっており、2012年からの増加は6.0ポ

イントである。2020年におけるツイッターの利用率は38.5％であり、2012年か

ら16.8ポイント増加していることに比べると、フェイスブックの普及の度合い

は低い33）。このような一般的なフェイスブックの利用状況が、候補者による利

用に反映されているかどうかについても注目する必要がある。

5.1 全体の利用状況

図⚕-⚑-⚑には、候補者全体のフェイスブック利用率の変化を示した。比較

のため、ウェブサイトおよびツイッターの利用率も合わせて示している34）。

32) 平成29年度版『情報通信白書』による。<https://www.soumu.go.jp/johotsusinto
kei/whitepaper/ja/h29/html/nc111130.html> 2021年⚖月20日にアクセス。

33) ICT 総研が2020年⚗月に実施したアンケート調査の結果による。<ictr.co.jp/
report/20200729.html/> 2021年⚖月20日にアクセス。なお、アメリカと比べて、
日本でのフェイスブックの一般的な利用率は低くなっている（遠藤 2016:57）。

34) 2013年参院選についての西田・毎日新聞調査では、候補者によるフェイスブック
利用率は86.1％（433名中373人）だったとされている（『毎日新聞』2013年⚗月23
日、東京朝刊）。われわれの調査結果（87.5％）に近い数字である。2017年衆院選
での利用率については、棒グラフの提示のみで数値は明記されていないが、
Vergeer, Tkach-Kawasaki and Lee（2020:7）では約62-3％となっている。われわ
れの調査結果（70.5％）よりも約⚗-⚘ポイント低い。
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まず、利用率そのものに注目する。われわれの最初の調査が行われた2012年

衆院選では、利用していた候補者は半数に満たなかった（47.7％）。同時期にお

ける外国の選挙でのフェイスブック利用率としては、イギリスの2010年下院議員

選挙での41％（Southern 2014: 10）、デンマークの2011年総選挙での82％

（Hansen and Kosiara-Pedersen 2014:211）、オランダの2012年総選挙での66.9％

（Kristof and Spierings 2016:56）、韓国の2012年総選挙での85％（Lee 2018:

153-154）などの例がある。これらと比較すれば、2012年衆院選時での日本の利

用率は高いとはいえない。だが、日本では2013年参院選で利用率が急激に伸び

（87.5％）、その後は70％台で推移している。韓国の2016年総選挙では、候補者の

フェイスブック利用率は71.4％であった（Lee 2018:153-154）。同年の日本の参

院選での利用率は73.5％であり、韓国のレベルとほとんど変わりなくなっている。

続いて、ウェブサイト及びツイッターとの比較から検討を行う。全体的な傾

向として、フェイスブックの利用率はツイッターよりも相対的に高い。2019年

参院選をのぞく⚕回の選挙で、ツイッターの利用率を上回っている。2012年衆

院選ではその差は3.8ポイント（フェイスブックが47.7％であるのに対し、ツ

イッターは43.9％）と小さかったが、2013年参院選から2017年衆院選にかけて
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図 5 - 1 - 1：フェイスブック・ウェブサイト・ツイッター利用率の比較（％)
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はフェイスブックが10ポイント以上も上回っていた。上述のように、日本では

一般的にフェイスブックと比べてツイッターの利用率が高い。候補者による利

用では、これとは異なる傾向が示されたことになる。

一方で、ウェブサイトと比較すればフェイスブック利用率は低くはなってい

るが、両者の間に27.2ポイントも差があった2012年衆院選（ウェブサイト利用

率が74.9％であったのに対して、フェイスブックは47.7％）を除けばその差は

あまり大きくない。

利用率の変化パターンについては、フェイスブックとウェブサイトおよびツ

イッターとの間には共通した特徴が見られる。すなわち、ネット選挙解禁後初

の国政選挙となる2013年参院選で利用率は2012年衆院選と比べて大きく上昇し、

その後は徐々に低下していく。ただし、第⚔章でも指摘したように、ツイッ

ターについては2019年参院選で利用率は再び上昇するが、フェイスブックでは

そのような動きは見られない。利用率の高さだけでなく、利用率の変化パター

ンの点でもフェイスブックとウェブサイトは似ている。

5.2 所 属 政 党

次に、候補者の所属政党とフェイスブック利用との関係について検討を加え

る。ここでも、フェイスブック利用について通常化と平準化のどちらが進行し

ているかを確かめることが主たる関心となる。これに関し、Lev-On and

Haleva-Amir（2018）は2015年のイスラエル議会選挙を対象とした分析で、

フェイスブック利用については通常化を示すような政党間の違いがあることを

見出している。

日本ではどうなのか。図⚕-⚒-⚑にはフェイスブックの利用率を主要政党ご

とに示した。まず、利用率の変化に目を向けよう。公明党を除くどの政党等も

2013年参院選が最も高くなっており、そこから利用率は低下する。だが、2019

年参院選では、ほとんどの政党の利用率が一転して上昇する。これらはツイッ

ターと共通する特徴である35）。

35) 2019年参院選での国民民主党候補者のフェイスブック利用率は78.6％（28人中 →
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続いて、各政党等の利用率の高低を比較する。まず、民主党（民進党、立憲

民主党）と維新（日本維新の会、維新の党、おおさか維新の会）の利用率が高

いことがわかる。これらは、第⚓章で検討したツイッターと共通する特徴であ

る。また、共産党も利用率が比較的高いこと、そして無所属・諸派で利用率が

低いこともツイッターに類似している。だが、ツイッターとは大きく異なるの

は、フェイスブックでは自民党の利用率が高いことである36）。2012年衆院選お

よび2019年参院選では、自民党が民主党・立憲民主党の利用率を上回っていた。

2019年参院選では、自民党のフェイスブック利用率（95.1％）は、ここで対象

とした政党等の中で最も高くなっている。それに対して、自民党のツイッター

→ 22人）、れいわ新撰組は70.0％（10人中⚗人）、NHK から国民を守る党は12.2％
（41人中⚕人）であった。れいわ新撰組と NHK から国民を守る党の利用率は、ツ
イッターと比べて低い。特に NHK から国民を守る党の利用率は、ツイッターのそ
れより75.6ポイントも低くなっている。

36) 2013年参院選についての西田・毎日新聞調査では、自民党候補者のフェイスブッ
ク利用率は97.4％（78名中76人）となっている（『毎日新聞』2013年⚗月23日、東
京朝刊）。われわれの調査結果では95.1％であった。
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図 5 - 2 - 1：フェイスブック政党別の利用率の変化（％)
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利用率は、第⚔章で見たように他党と比較して低かった。

所属政党から見る限りは、フェイスブック利用においては通常化を示す結果

が現れていた。この点で、第⚔章で検討したツイッターとフェイスブックは異

なった特徴を有している。フェイスブックは、むしろウェブサイトの方に近い

特徴があるといえる。

5.3 候補者の地位

候補者の地位については、ウェブサイト・ツイッターについての分析と同様

に、候補者を「前職・現職」と「新人」に分けてフェイスブック利用との関係

を確かめる37）。図⚕-⚓-⚑で注目すべきは、フェイスブック利用については

「前職・現職」と「新人」との間の利用率の差が大きいことである。調査対象

37) 第⚓章第⚓節でのウェブサイトについての分析および第⚔章第⚓節のツイッター
についての分析と同様に、ここでも「新人」は元職を含まない。なお、元職候補者
のフェイスブック利用率は、2012年衆院選では54.8％、2013年参院選では84.6％、
2014年衆院選では89.7％、2016年参院選では82.4％、2017年衆院選では71.7％、
2019年参院選では72.7％であった。2013年参院選から2014年衆院選にかけて、わず
かではあるが利用率が上昇している点が前・現職や新人とは異なっている。
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図 5 - 3 - 1：フェイスブック候補者の地位別の利用率の変化（％)
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となった⚖回の選挙において、新人候補者の利用率が前・現職候補者の利用率

を上回ったことは一度もない。前職候補者の利用率の方が高いといっても、

2012年衆院選ではわずか1.1ポイントの差（47.9％と46.8％）であったが、そ

の後の選挙では差は徐々に開いていく。2017年衆院選では29.1ポイント

（87.4％と58.3％）、2019年参院選では33.3ポイント（94.8％と61.5％）もの差

が生じていた。

このように、候補者の地位から見ても、フェイスブック利用においては通常

化を支持する結果が見出される。フェイスブックはツイッターよりもウェブサ

イトの方に近いという特徴が、ここにおいても現れている。

5.4 年 齢

候補者の年齢とフェイスブック利用との間には、どのような関係が見出せる

のか。ウェブサイト、ツイッターの場合と同様に、候補者の年齢を「39才以

下」「40歳台」「50歳台」「60才以上」の⚔つのカテゴリーに分類して、ウェブ

サイト利用率との関係を検討する。図⚕-⚔-⚑にその結果を示した。⚔つのカ

テゴリーのうち、「60才以上」の利用率がすべての選挙で最も低くなっていた。

これはツイッターと共通する特徴である。
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図 5 - 4 - 1：フェイスブック年代別の利用率の変化（％)
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ツイッターと異なるのは、若い世代ほど利用率が高くなるとの傾向が見出し

がたいことである。この点で、フェイスブックにおける年齢と利用率との関係

は、ウェブサイトのそれと似ている。2012年衆院選および2013年参院選こそ

「39才以下」で利用率は最も高くなっているものの、2014年衆院選以降では他

の年齢カテゴリーと比較して、それほど高い利用率は示されていない。むしろ

「40歳台」と「50歳台」の利用率が高い傾向が見出せる。一般的には、日本の

フェイスブック利用者層の年齢は、ツイッターと比較してやや高いといわれる

（遠藤 2016:47）。候補者自体の年齢全体が高いことも、フェイスブック利用に

対して何らかの影響を及ぼしている可能性もある。

5.5 性 別

最後に、候補者の性別とフェイスブック利用との関連を検討する。図⚕-⚕-

⚑からは、性別による顕著な違いは見出せない。一般的には、どの世代におい

ても、性別によるフェイスブックの利用率の違いはさほどないと遠藤（2016:

47）は指摘する。同様の傾向が候補者においても現れていたことになる。性別

の違いがほとんどないことは、ウェブサイトおよびツイッターとも共通する特

― 40 ― ( 586 )

関法 第71巻 第⚓号

図 5 - 5 - 1：フェイスブック性別ごとの利用率の変化（％)
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徴でもある。

もっとも、ツイッターについては、わずかではあっても女性候補者の利用率

が男性候補者のそれを上回る選挙が多かった（2012年衆院選を除くすべての選

挙）。それに対してフェイスブックでは、それぞれ⚓回ずつ、女性候補者と男

性候補者の利用率がもう一方の利用率を上回っていた。興味深いことに、女性

候補者の利用率が上回ったケースはすべて参議院選挙、男性候補者が上回った

のはすべて衆議院選挙であった。このことが生じた理由については、現時点で

は説明できない。

6．得られた知見と今後の課題

これまで、2000年衆院選から2019年参院選までの14回の選挙を対象として、

候補者によるウェブサイト、ツイッター、フェイスブックの利用状況について

概観してきた。そこから明らかになったことは次のとおりである。

第⚑に、日本でのインターネット選挙の黎明期にあたる2000年代半ば頃まで

の時期においては、日本の候補者によるインターネット利用は他の先進諸国と

比べて遅れていたとはいえない。すでに2001年参院選の時点で、ウェブサイト

の利用率は50％を超えていた。2005年衆院選時では、70％近くに達している。

第⚒に、2013年参院選での「ネット選挙解禁」は候補者によるインターネッ

ト利用に対して、一定の影響を及ぼしていたようである。調査対象となった選

挙の中で、ウェブサイト、ツイッター、フェイスブックのいずれにおいても、

同選挙が最も高い利用率を示していた。その一方で、2016年参院選からの18歳

への選挙権年齢の引き下げによる影響はうかがえなかった。

第⚓に、インターネット利用率について見ても、日本での通常化の進行を示

す傾向が一定程度見出された。すなわち、所属政党については、自民党候補者

および民主党（民進党・立憲民主党を含む）候補者のインターネット利用率は、

他の政党や無所属・諸派候補者と比較して高い傾向にあった。候補者の地位に

ついて見ても、前・現職候補者のインターネット利用率は新人候補者のそれに

比べて高い。これらは、岡本（2017）などの日本のネット選挙に関する先行研
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究で示された知見を支持する結果である。

ただし、様々なツールの利用を「インターネット」利用と、単純に一括りに

することには問題もある。これに関して、第⚔に、ツイッターの利用について

は、ウェブサイトおよびフェイスブックとはやや異なった傾向が見られた。所

属政党で見ると、自民党候補者のツイッター利用率は高くはない。候補者の地

位については、前・現職候補者と新人候補者との間で、ツイッター利用率の違

いはさほどなかった。予想されたソーシャル・メディアの平準化効果は、フェ

イスブックではなくツイッターのみに現れたことになる。

第⚕に、候補者の個人的な属性に関しては、インターネット利用との明確な

関連は見出せなかった。年齢については、若いほどインターネットを積極的に

利用しているというような明白な結果は得られていない。性別とインターネッ

ト利用との関係についても、明確な関連は見出せなかった。インターネット自

体の一般化が進んでいることが、この要因の⚑つであるとも推察される。

本稿では、このような結果が「なぜ」生じたのかについては取り扱わなかっ

た。今後の課題である。さらに、ここで示された候補者のインターネット利用

における諸傾向が今後も持続するのか、それともそこに何らかの変化が生じる

のかについては、これからも調査・分析を続ける必要がある。

付記：本研究に係る調査とデータ入力作業においては、様々な方からのご協力を得た。
とりわけ、脇坂徹氏と内田龍之介氏にはお礼を申し上げる。

本研究は JSPS 科研費（19K01494）の助成を受けた研究成果の一部である。
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〈補遺〉
表 1 - a：各選挙での候補者数（人)

全候補者数 自民 公明 共産 民主 無所属･諸派 維新

2000衆 1404 338 74 333 261 79 ＊
2001参 496 75 22 72 63 47 ＊
2003衆 1159 336 55 316 277 99 ＊
2004参 320 81 20 71 74 28 ＊
2005衆 1131 346 52 292 299 72 ＊
2007参 377 83 22 63 80 83 ＊
2009衆 1374 326 51 171 330 108 ＊
2010参 437 84 20 64 106 71 ＊
2012衆 1504 337 54 322 267 126 172
2013参 433 78 21 63 56 109 44
2014衆 1191 352 51 315 198 98 84
2016参 389 73 24 56 55 122 28
2017衆 1180 338 53 243 78 158 52
2019参 370 82 24 40 42 74 22

出典：筆者作成
注⚑：「民主」は、民進党・立憲民主党を含む。
注⚒：「維新」は、日本維新の会・維新の党・おおさか維新の会を含む。
注⚓：「無所属・諸派」の取扱については本文中の説明を参照のこと。

表 1 - b：各選挙での候補者数（人)

前・現職 女性候補 39才まで 40歳台 50歳台 60才以上

2000衆 453 193 209 370 528 297
2001参 95 137 77 116 182 121
2003衆 418 149 195 299 401 264
2004参 83 66 45 75 121 79
2005衆 457 143 201 301 378 251
2007参 84 91 50 106 117 104
2009衆 442 219 259 382 395 338
2010参 93 100 80 123 127 107
2012衆 436 225 296 410 424 374
2013参 87 105 72 116 134 111
2014衆 470 198 187 301 339 364
2016参 96 88 69 88 127 105
2017衆 451 203 154 315 355 356
2019参 97 104 43 116 104 107

出典：筆者作成
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